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資料２ 石田委員



テーマ１

産業現場において必要とされる
労働衛生管理
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労働者の健康は外的要因と労働者のス
キルのせめぎ合いの結果に左右される

要因

要因

要因 要因作業者

このデフェンスライン
はアメーバー状で日々
刻々と変化する

このラインを超えていないか、作業
者に危害を及ぼすレベルになって
いないかをチェックするために

１ 衛生管理者の毎週１回
（規則第１１条）

２ 産業医の毎月１回
（規則第１５条）

を定めている
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4

機械・設備による要因

点検未実施

稼働条件設
定の誤り

退避設備の
未設置

使い方の
誤り

立入り禁止
の未措置

換気扇を
未使用

修理せず

運転操作の
誤り

酷
い
騒
音

酷い粉じん

有害光線

化学物質
の漏えい

強
い
振
動

酸素欠乏

電離放
射線

酸素欠
乏
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作業方法・作業条件から

長時間の立
ち作業

重量物取り扱
い作業

同一作業姿
勢が続く作業

発汗を伴う重
筋作業

体の局部的部
位を長く使う
作業

知覚要求度
の高い作業

作業速度の
速い作業

極端な高熱・
寒冷な場所で
の作業

高所作業

労働衛生保
護具が必着
な作業

VDT作業
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CO2,CO

労働衛生の
RAの結果

粉じん

有害光線

化学物質

騒音

振動

暑熱・寒冷
環境

作業環境測
定結果

酸素欠乏

石綿

作業環境
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長時間労働

有給、休日の
付与

休日の長時
間労働

身体及び神
経の疲労

職場の人
間関係

偏食
メタボ

睡眠時間

基礎疾患

過度の飲酒
喫煙

高齢者及び
病者の就業

年中深夜業

労働者本人の生活
仕事の負荷
の大きさ



産業現場においては

１ 労働者自身の力で、或いは組織の力で人間に危害

を及ぼす要因を人為的にコントロールしてディフェン

スライン内に入るのを防ぐ、或いは入る回数を減ら

すのが労働衛生管理である。

２ 労働衛生管理が有効に働くためには、組織の中で

労使が一体となって取り組むべき要因の目標となる

数値を更に多く公示することが必要である。

３ ほぼすべての要因に数値目標を公示するためには、

関係する研究機関や団体にテーマを与え、スピード

感のある回答を得て施策に反映させる。 8



最近の数値目標の良い例

2020年において
ア 労働時間等の課題について労使の話合い

の機会を設けている割合 １００％

イ 年次有給休暇の取得率 ７０％

ウ 週労働時間６０時間以上の雇用者の割合

５割減

エ メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業所

割合 １００％
9

「労働時間等見直しガイドライン」より



テーマ２

労働衛生管理の今後の展望

過去から現在の労働衛生管理の

推移から学ぶ
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昭和５４年（１９８０年）当時

じん肺 腰痛

振動
障害

頸肩腕
症候群

化学物
質による
職業がん

高齢者の
急増による
健康管理

第５次労働災害防止計画

・粉じん障害防止規則の制定
・新規化学物質による有害性
の調査
・チェンソー買替え補助事業

・中高年齢労働者健康管理事業
・中小企業健康管理事業助成制
度
・一般健康診断報告書に産業医
の押印制度産業結核

消滅
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平成２年（１９９０年）当時

じん肺
及び
合併症

酸素欠乏
症等の
発生

成人病
（有所見率
12.1％）

新規化学
物質の届
出増加

化学物
質による
職業がん

高齢者の
急増による
健康管理

第７次労働災害防止計画

・心身両面にわたる健康保持増
進計画
・健康診断に貧血、肝機能、血
中脂質、心電図検査を追加
・有機溶剤健康診断に尿中代
謝物量、貧血、肝機能、眼底
検査を追加
・鉛健康診断に血中鉛、尿中
デルタアミノレブリン酸の量を
追加

VDT作業
者の愁訴 12



平成１２年（2000年）当時

第９次労働災害防止計画

・メンタルヘルス対策

・ダイオキシン類による健康障

害防止対策

・心と体の健康づくり（ＴＨＰ）

・労働安全衛生マネジメント

システムの確立（ＰＤＣＡの実

施）

じん肺 有機溶剤
中毒

一般健康
診断の有
所見４割

一酸化
炭素
中毒

酸素
欠乏症
等

ごみ焼
却場のダ
イオキシン

不安
悩み、ス
トレス
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平成22年（2010年）当時

第１１次労働災害防止計画
・基本的対策
３管理、労働衛生教育、管理体制、ＯＳＨＭＳ

・職業性疾病予防対策
化学物質及び石綿による健康障害防止対策、

粉じん障害防止対策、熱中症及び酸素欠乏等

の物理的因子による疾病防止対策

・健康確保対策
過重労働における健康確保対策、健康の保

持増進

・快適職場づくり対策
職場における喫煙対策、快適職場環境形

成のための措置の実施

じん肺
化学物
質による
中毒

一般健康
診断の有
所見51.3％

健康診断
結果に基づ
く事後措置

快適職場
づくり

石綿

不安
悩み、ス
トレス6割

熱中症
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少子高齢化の速度は世界一

• 生産年齢（１５歳～６４歳）人口
8,173万人 （２０１０年）

6,773万人 （２０３０年）

4,418万人 （２０６０年） になると予想

• 高齢（６５歳以上）人口

2,948万人 （２０１０年）

3,685万人 （２０３０年） になると予想

国立社会保障・人口問題研究所
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将来の就業者数

• 就業者数の推移
(経済成長がなく高齢者や女性の就労が進まない場合)

6,351万人 （２０１４年） 実績値

6,046万人 （２０２０年）

5,561万人 （２０3０年） になると予想
• ２０１４年と比較して2030年の産業別就労者数

製造業 1,004万人→874万人
卸売・小売業 1,100万人→847万人
医療・福祉業 747万人→910万人

雇用政策研究会（厚生労働省）
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高齢者の能力を活用しよう
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作業者の血圧をリア
ルタイムに管理する



今後の展望と課題

地球の温暖化
平均値で気温が
０.３℃上昇すると
熱中症による
被害の拡大

高年齢化が
進むことによる

基礎疾患と
災害との関係

ロボットや無人化
装置による

人間とロボット
との協働作業

ＲＡ対象とな
った６４０物質の
化学物質は

測定対象物質
に適用

ストレスチェック
制度の導入による

産業医対専門
医等との関係
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テーマ３

現在の法制度の課題
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社会の注目を
浴びている
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今日の労働衛生に関する法体系

労働安全衛生法 じん肺法作業環境測定法

労
働
安
全
衛
生
法
施
行
令

労
働
安
全
衛
生
規
則

有
機
溶
剤
中
毒
予
防
規
則

鉛
中
毒
予
防
規
則

四
ア
ル
キ
ル
鉛
中
毒
予
防
規
則

特
定
化
学
物
質
障
害
予
防
規
則

高
気
圧
作
業
安
全
衛
生
規
則

電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則

放
射
性
物
質
に
よ
り
汚
染
さ
れ

酸
素
欠
防
症
等
防
止
規
則

粉
じ
ん
障
害
防
止
規
則

石
綿
障
害
予
防
規
則

事
務
所
衛
生
基
準
規
則

機
械
等
検
定
規
則

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
生
じ
た

害
防
止
規
則

た
土
壌
等
を
除
染
す
る
た
め
の

業
務
等
に
係
る
電
離
放
射
線
障
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産業医の職務 （安衛則第１４条、第１５条）

【職務】

一 健康診断及び面接指導等の実施並びにこれらの結果に基づく

労働者の健康を保持するための措置に関すること。

二 作業環境の維持管理に関すること。

三 作業の管理に関すること。

四 前三号に掲げるもののほか、労働者の健康管理に関すること。

五 健康教育、健康相談その他労働者の健康の保持増進を図る

ための措置に関すること。

六 衛生教育に関すること。

七 労働者の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措

置に関すること。
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産業医の職務 （安衛則第１４条、第１５条）

【勧告】

３ 産業医は、第一項各号に掲げる事項について、総括安全衛

生管理者に対して勧告し、又は衛生管理者に対して指導し、若

しくは助言することができる。
【定期巡視】

産業医は、少なくとも毎月一回作業場等を巡視し、作業方法又は

衛生状態に有害のおそれがあるときは、直ちに、労働者の健康

障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。

ー 提案 ー

第１４条第一項のうち、二号、三号、六号の一部 につ

いては条文の空文化を避けるため、必要な知識を有す

る他の有資格者が実施し、その内容を産業医に報告

することによって実を上げるという柔軟性を持たせる。24



                                               別紙 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


